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【投資者に対する注意事項】 

１．TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを

含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及

び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があり

ます。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要

があります。特に、「第一部  第３ ４【事業等のリスク】」において公表された情報を慎重に検討

する必要があります。 

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)

第21条第１項第１号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる

者)をいう。)は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27

条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽で

あり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得

した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、こ

の限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、

相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を

負いません。 

３．TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金

融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおい

ては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関

する有価証券上場規程の特例(以下「特例」という。)に従って、各上場会社のために行動するJ-

Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、

並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所

のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４．東京証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事

項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を

含みますが、これらに限られません。)について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責

任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第２ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第16期 第17期 第18期 

決算年月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 

売上高 (千円) 1,289,157 1,459,983 1,723,158 

経常利益 (千円) 156,582 186,843 183,957 

当期純利益 (千円) 102,430 122,414 129,483 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － 

資本金 (千円) 80,000 80,000 80,000 

発行済株式総数 (株) 1,000 200,000 200,000 

純資産額 (千円) 653,383 772,798 899,281 

総資産額 (千円) 931,453 1,054,193 1,144,055 

１株当たり純資産額 (円) 3,266.92 3,863.99 4,496.41 

１株当たり配当額 
（うち１株当たりの中間配当額） 

(円) 
3,000.00 
（－） 

15.00 
（－） 

15.00 
（－） 

１株当たり当期純利益 (円) 512.15 612.07 647.42 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 70.1 73.3 78.6 

自己資本利益率 (％) 17.0 17.2 15.5 

株価収益率 (倍) － 6.9 6.5 

配当性向 (％) 2.9 2.5 2.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 66,699 164,437 △191,174 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 3,448 △ 26,144 △15,109 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 3,000 △ 3,000 △3,000 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 529,266 664,559 455,275 

従業員数 (名) 46 42 53 

(注)１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について掲載しておりません。 

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第17期の期首から適用しており、第17期以降に

係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．株価収益率については、第16期は当社株式が非上場であったため記載しておりません。 

６．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

７．第16期の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第110条

第５項、第17期及び第18期の財務諸表については、「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の

規定に基づき、それぞれひかり監査法人による監査を受けております。 

８．2022年５月１日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。このため第16期の期首に当該株式分割
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が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

  なお、16期の１株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当額を記載しております。 

 

２ 【沿革】 

当社の前身である株式会社i.Vizは、株式会社ダンテックにおける事業拡大を目的に、同一の株主構成で

設立されました。2014年に株式会社ダンテックよりシステムインテグレーション関連業務の事業移管を受

け、現代表取締役武内寿明が資本・経営参加し、お客様をはじめとしたステークホルダーの皆様から信頼

される企業であり続けるため、社名を株式会社フィットワークスに変更いたしました。 

  年 月 沿 革 

2006年５月 大阪市淀川区に株式会社i.Viz設立 資本金100万円 

2014年８月 経営基盤の強化を目的として資本金1,000万円に増資 

2014年10月 株式会社フィットワークスへ商号変更 

2014年12月 特定労働者派遣事業 届出（特27-306517） 

2015年３月 建設業許可取得 

大阪府知事許可（般-26）第142598号 

電気工事業・電気通信工事業 

2015年５月 東京都文京区に東京支店設置 

2016年12月 神戸市西区に神戸支店設置 

ISO27001 認証 取得（認証範囲：本社） 

2018年３月 鹿児島県鹿児島市に鹿児島支店設置 

2018年12月 労働者派遣事業許可取得（派27-303897） 

2020年２月 経営基盤の強化を目的として資本金8,000万円に増資 

2020年３月 建設業許可更新 

大阪府知事許可（般-１）第142598号 

電気工事業・電気通信工事業 

2021年12月 労働者派遣事業許可更新（派27-303897） 

2022年５月 建設業許可取得 

国土交通大臣許可（般-４）第28523号 

電気工事業・電気通信工事業 

2022年８月 東京証券取引所TOKYO PRO Marketに株式を上場 
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３ 【事業の内容】 

当社は、事業者向けにネットワーク、インフラ構築からソフトウェア開発をはじめ、それらの運用・

保守に至るまでワンストップでサービスを提供しております。当社事業はシステムインテグレーション

事業の単一セグメントでありますが、以下の３つのサービスをお客様に提供しております。 

 ・インフライノベーションサービス 

  上流SEやITアーキテクトによる企画の提案やヒアリングなどのコンサルティングサービス、ネッ

トワークやサーバーのインフラ基盤構築に加え、クラウドなどレイヤーごとのインフラ基盤構築を

提供しております。 

また、インフラ基盤を支える弱電設備工事、電話交換設備などのコミュニケーション基盤構築な

ど、昨今の技術革新に則したトータルサービスを提供しており、特定の製品やベンダーに縛られる

ことなく、お客様にとって最適なITインフラ環境を構築しております。 

 ・システム開発サービス 

情報保護の法規制、多様化するサイバー攻撃に対応したセキュリティパッケージシステムの開発

に加え、お客様業務の利便性を向上するプラットフォームを提供しております。 

 ・アウトソーシングサービス 

    豊富な業務・ITノウハウを活用し、インフラ基盤のオンサイト、リモートによる保守サービス

に加えて常駐型によるお客様業務の運用支援サービスを提供しております。 

 

＜事業イメージ＞ 
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さらに当社が属するIT業界においては、新型コロナウイルス感染症対策を契機としたテレワーク導入

等、働き方改革関連投資が堅調に推移し、クラウドやAI、IoT、RPA（ロボティックプロセスオートメー

ション）といったDX（デジタルトランスフォーメーション）等の最先端技術領域への関心も急速に高ま

っており、これらの環境の変化に適応できるITベンダーとして、お客様の課題を解決すべく、医療事業

者から民間企業まで多岐に渡るインフラ構築の仕事に対し、社会の公器であるという使命感をもって取

り組んでおります。 

また、更なる成長に向け、「サステナビリティ経営」を推進しております。経営理念を当社の存在意

義とした上で、当社の強みを活かし、お客様、パートナー様との共創で、新しいバリューチェーンをプ

ロデュースする「2030年：コミュニケーションサービス・コンシェルジュ」の実現のため、策定した中

期経営計画において３つの基本戦略「事業革新」「人財投資」「DX事業化」と経営基盤の強化に取り組

むことにより事業拡大を目指しております。 

 

（１）インフライノベーションサービス 

日常生活の中でのインフラが電気、ガス及び水道などであるように、IT業界のインフラはサーバー

やネットワークです。インフライノベーションサービスは「ネットワークインフラ構築サービス」、

「サーバーインフラ構築サービス」及び「コンストラクションサービス」に大きく分類されます。 
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■ネットワークインフラ構築サービス 

当社が強みとする大規模病院、自治体や企業内で利用される様々なシステムを繋ぐネットワーク

全般（有線LAN／無線LAN／WAN）の企画・設計・機器導入・構築を行います。お客様のご要望に応

じて、ルーター、L3スイッチ、L2スイッチ、無線アクセスポイントなどのネットワークインフラ構

築を展開しています。 

 

主な導入実績 

・国立大学附属病院 院内ネットワーク導入構築、クラウドへの接続環境構築 

・私立・国立大学 学内ネットワーク導入構築 

・地方自治体 庁舎内ネットワーク導入構築 

・一般中小大手企業 社内ネットワーク導入構築、拠点間ネットワーク 

 

■サーバーインフラ構築サービス 

当社が強みとする大規模病院、自治体や企業内で利用される様々なシステムを形成するサーバー

環境について、企画・設計・機器導入・構築を行います。お客様のオンプレミス環境（ソフトウェ

ア/仮想基盤/サーバー、ストレージ）だけでなく、クラウド環境の活用についてもサーバーインフ

ラ構築を展開しています。 

 

主な導入実績 

・国立大学附属病院 仮想基盤環境、シンクライアント環境導入構築 

・私立・国立大学 仮想基盤環境導入構築 

・地方自治体 仮想基盤環境導入構築 

・一般中小大手企業 仮想基盤環境導入構築 

 

■コンストラクションサービス 

コンストラクションサービスは、電話設備工事、有線LAN工事、無線LAN工事、電源工事を展開し

ております。お客様のご要望に沿ったきめ細やかな物理環境の企画・設計・発注・工事・引き渡し

の各段階において、スケジュール管理・コスト管理・施工管理・品質管理などを行い、お客様にと

って最適なご提案と物理インフラ環境を提供しています。 

 

主な導入実績 

・国立大学附属病院 有線LAN工事、無線LAN工事、電源工事 

・私立・国立大学 有線LAN工事、無線LAN工事、電源工事 

・地方自治体 有線LAN工事、無線LAN工事、電源工事 

・一般中小大手企業 電話設備工事、有線LAN工事、無線LAN工事、電源工事 
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（２）システム開発サービス 

当サービスにおきましては、お客様の”したい”を実現するために、お客様のニーズを深く読み取

り、確かな技術と柔軟な発想で最適なシステムを形にします。 

 

［Fitシリーズ製品］ 

「Fitシリーズ」は、主に病院・官公庁等に向けた汎用性の高い業務支援システムのパッケージ製品

です。 

以下に、一部の製品をご紹介します。 

① Fit Smart Trans(ファイル転送システム) 

Fit Smart Transは、ネットワーク分離環境や仮想環境とのファイルのやり取りで抱えている利

便性、セキュリティ面での課題を解決するソリューションです。 

 

② Fit Smart Links(利用者管理システム) 

Fit Smart Linksは、院内で使用するシステムのユーザー情報（ユーザーID）を管理するシステ

ムです。管理したユーザー情報は院内で使用しているシステムに連携します。 

 

③ Rampart（インターネット分離システム） 

Rampartは、機密性の低い情報を扱うネットワークと、個人情報など機密性の高い情報を扱うネ

ットワークの分離環境において、隔離された仮想環境（個人環境）の画面転送を行うことで、セキ

ュアなブラウジング環境を提供するソリューションです。 
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（３）アウトソーシングサービス 

お客様システムの運用業務の代行、ベンダーフリーなネットワーク管理やハードウェア管理を提供

しています。また、障害対応時には障害の切り分けやベンダーコントロールを行い、迅速に復旧まで

支援します。さらにお客様先のご要望により作業員が常駐し、お客様のシステム規模、ご要望等に合

わせたIT運用サービスをきめ細やかに提供しています。加えて、昨今のコンピュータセキュリティイ

ンシデントの原因を突き止めるための仕組みや、適切なシステムの改善計画を提供するComputer 

Security Incident Response Team (CSIRT・シーサート)サービスを提供しております。 
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＜事業系統図＞ 

 以上に述べた事業を、事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 【関係会社の状況】 

   該当事項はありません。 

 

５ 【従業員の状況】 

(１) 発行者の状況 

2023年11月30日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

53 35.3 6.2 4,473 

(注) １．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しておりま

す。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当社はシステムインテグレーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。 

      

(２) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３ 【事業の状況】 
１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度における我が国経済は、世界的な物価高やインフレ抑止としての金融引き締めによる海

外景気の下振れ等、先行き不透明感は続いておりますが、新型コロナウイルス感染症に対する規制緩

和等による経済活動の正常化を背景に企業収益や個人消費に改善がみられ、景気回復の動きが続きま

した。 

情報サービス産業におきましては、為替レートの急激な変動や世界的な物価上昇等の不透明感が残

るものの、多岐にわたる業種で事業拡大や競争力強化を目的としたシステム投資の意欲は根強く、DX

（デジタルトランスフォーメーション）の潮流に対応するための戦略的なシステム投資需要は拡大基

調が続いております。また、国策によるDXの推進や企業の人手不足による業務効率化の需要拡大、IoT

やAIの企業利用などを背景に、SaaSやクラウド利用を拡大する傾向が社会全体で継続しています。加

えて、サプライチェーンや病院、公共機関などを標的としたサイバー攻撃が相次いだことなど、情報

システムの防御と回復は企業を超えた業界全体の課題として認識されるようになり、経営者の課題と

しても一層重要性を増しています。さらに、ChatGPTを始めとするAIのモデルの１つである大規模言語

モデル（LLM）が注目され、コミュニケーションや情報収集を飛躍的に簡便化・低コスト化するモデル

やツールの登場が期待されるとともに、様々な分野でのイノベーションが期待されています。 

当社においては、2021年度から2024年度を対象とした中期経営計画を策定し、事業革新、人財投資、

DX事業化の三つを柱に、「コミュニケーションサービス・コンシェルジュ」として持続的成長の実現

を目指し事業活動を推進しております。 

このような中、大規模病院や地域の中核病院、地方自治体への営業活動を積極的に実施した結果、

既存顧客におけるデスクトップ仮想化システム※1の老朽化に伴うリプレイス案件の獲得に加え、時代の

潮流に沿うクラウド基盤構築サービス案件を新規獲得するなど、売上が堅調に推移いたしました。ま

た、情報セキュリティの必要性の高まりを背景に自社パッケージシステムであるインターネット分離

ソリューション※2案件などの売上が医療市場において順調に推移いたしました。 

今後も、お客様のニーズに合致したより質の高い製品の提供を行うとともに、社会変化に柔軟に対

応した新たなプロダクト製品の開発・販売を進め、事業の強化・拡大を目指してまいります。 

 

※１デスクトップ仮想化システム 

OSやアプリケーションなどのデスクトップ環境をサーバ上に再現したシステム 

 

※２：インターネット分離ソリューション 

Linuxサーバ（LinuxというOSがインストールされたサーバのこと）上のDockerコンテナ（コンテナ

と呼ばれる標準化されたユニットにソフトウェアをパッケージ化すること）に立ち上げた仮想ブラウ

ザ（OSの機能などに依存せず、完結した環境で動作するWebブラウザのこと）画面転送技術でインター

ネット閲覧するソフト 

 

以上の結果、当事業年度の業績につきましては、医療、地方自治体市場向けのシステム開発需要や

ネットワーク機器販売数の増加等によって増収し、売上は1,723百万円（前年同期比18.0％増）、営業

利益は182百万円（同0.0％増）、経常利益は183百万円（同1.5％減）、当期純利益は129百万円（同

5.8％増）となりました。 

なお、当社は、システムインテグレーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記

載を行っておりません。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は455百万円（前事

業年度末比209百万円減）となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）   

営業活動の結果使用した資金は191百万円（前事業年度は164百万円の獲得）となりました。これ

は主に、税引前当期純利益の計上183百万円、棚卸資産の増加165百万円、契約資産の増加97百万

円、前渡金の増加51百万円及び法人税等の支払額74百万円があったこと等によるものであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロ－）  

投資活動の結果使用した資金は15百万円（前事業年度は26百万円の使用）となりました。これは 

主に、有形固定資産の取得による支出が１百万円、保険積立金の積立による支出が13百万円あった

こと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）  

財務活動の結果使用した資金は３百万円（前事業年度は３百万円の使用）となりました。これは 

配当金の支払額が３百万円あったことによるものであります。 

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は、システムインテグレーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。 

(１) 生産実績 

当社で行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、記載を省略して

おります。 

 

(２) 受注実績 

当事業年度における受注実績を示すと、次のとおりであります。 

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％) 

システムインテグレーション事業 1,923,731 161.5 975,620 290.8 

合計 1,923,731 161.5 975,620 290.8 

 （注）金額は、受注価格によっております。 

 

(３) 販売実績 

当事業年度における販売実績を示すと、次のとおりであります。 
 

セグメントの名称 
当事業年度 

(自 2022年12月１日 
至 2023年11月30日) 

前期比(％) 

システムインテグレーション事業 1,723,158 118.0 

合計 1,723,158 118.0 

(注) 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりでありま

す。 

相手先 

前事業年度 
 (自  2021年12月１日 
 至  2022年11月30日) 

当事業年度 
 (自 2022年12月１日 
 至  2023年11月30日) 

販売高(千円) 割合（％） 販売高(千円) 割合（％） 

株式会社AIT 83,099 5.7 348,118 20.2 

株式会社インターネットイニシ
アティブ 

199,520 13.7 160,954 9.3 

国立大学法人京都大学 187,406 12.8 104,356 6.1 
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３ 【対処すべき課題】 

中長期的な経営戦略の実現を果たすため、当社は以下の課題に取り組んでまいります。 

 

（１）優秀な人材の確保 

当社の事業を拡大するためには、優秀な人材の確保が必要であります。しかしながら、労働人口

が減少する環境下において、新卒採用及び即戦力である中途採用にて人材を雇用することが難しく

なっております。また、協力会社から技術者を確保することも、より一層困難となっております。 

このような状況のもと、当社では積極的な資格取得に取り組み自社に必要なスキルやマインドを

持った社員の育成に努めております。また、ビジネスパートナー戦略（外注委託）を掲げ、外部の

人材を日常的に確保していくことで、両社の技術向上に向けた相乗効果と自社内での対応が困難と

なった場合のリスク分散を図っております。採用活動をより一層強化するとともに、自社のブラン

ド力を高めるためのマスコットキャラクターの作成やソーシャルメディアを活用した情報発信を行

い積極的に採用していく方針であります。 

 

（２）お客様満足度の更なる向上 

お客様課題を解決した商品提供・サービス品質の向上は勿論のこと、お客様の期待値を越えるよ

うなサービスを提供するため、お客様との対面でのコミュニケーションを重視し、機動力を持ち小

回りの利くサービスを提供していく方針であります。 

 

（３）収益力の向上 

システム開発サービス及びアウトソーシングサービスでは、人材確保が厳しい状況にあるため、

成長性に制限のある状態が続いております。そこで、当社が長年培ったソフトウェアというモノづ

くりにおいてソフトウェアエンジニアリングの近代化を真に追求し、収益基盤を安定的に実現する

ために自然言語処理、IoT等の新技術やビッグデータ分析、データサイエンス等のデータ分野及び

クラウド構築ビジネスの拡大に加え、オフィスDX、ERP、HR等、独自商材の開発を推進してまいり

ます。 

また、多くのお客様の問題解決に繋がる知的財産を保有することは差別化に繋がるとともに、生

産性向上にも繋がり、結果として収益力向上に結び付くと考えております。私たちが自ら生み出し

たサービスにおいて知的財産への関心を高め、それを自社の事業価値につなげる意識を持つことで

収益力向上を図ってまいります。 

 

（４）安定的な収益基盤の確立 

当社の主力サービスであるインフライノベーションサービスは、企業のIT投資計画の需要に影響

を受ける傾向があり、企業のIT投資計画は一般的に景気動向の影響を受けるとされております。そ

のため、お客様とワークショップを開催し、年度投資計画や中期経営計画の課題を把握し、解決策

を提案することで、安定的な受注の確保を行い、景気動向の影響を受けづらい収益基盤の構築を図

ってまいります。 

次にシステム開発サービスは、第二の収益基盤の柱としてデジタル技術を活用した新規事業の創

出を行い、医療市場・公共市場を中心に安定した収益基盤の確保を目指します。特にセキュリティ

商品については、品質・コスト競争力に優れた戦略商品の投入と、国内市場向けに商品ラインアッ

プを充実させることで、売上（収益）拡大を目指します。 

また、アウトソーシングサービスは、比較的景気の変動を受けにくい傾向があるため、安定的な

ストック収益基盤として今後も安定的な拡大を実現できるよう取り組んでまいります。 
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４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努め

る方針ですが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で

行われる必要があると考えております。 

なお、本文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社が判断したものであり、当

社株式投資に関する全てのリスクを網羅するものではありません。 

 

（１）市場環境に関するリスクについて 

①  経済・市場環境による IT 投資姿勢の影響について 

当社が事業を展開する IT 業界においては、経済情勢の低迷や景気の悪化などにより、一般企

業の IT 投資への姿勢に影響を受ける傾向があります。当社は市場の動向や経済情勢を先んじて

的確に把握し、その対応策を講じるよう常に努めておりますが、経済情勢の悪化や景気の低迷に

よりお客様の IT 投資が減少した場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

②  事業環境について 

当社事業が属する IT 業界においては、競合他社との競争激化により、低価格化の傾向が続い

ております。このような環境のもと、経済情勢の変化等により IT 業界内での価格競争が現状の

水準を大きく超えて継続した場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

③  競合他社による影響について 

当社事業には、現状参入障壁といえるものは存在しておりません。当社が得意とする医療市場

におけるネットワークインフラと各種システムとの連携を司るシステムの開発分野は、ニッチな

市場であり、競合他社が当該分野へ進出を図るには知識及びノウハウの習得や人員の確保などに

より、相応の時間がかかるものと思われます。しかしながら、今後、優良な競合他社が当社の事

業領域へ多数参入し、既存のお客様基盤の維持や新規のお客様獲得が困難な状況に陥った場合に

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④  技術革新への対応について 

当社事業が属する IT 業界においては、技術革新が急速に発達するため、当社が現状有する技

術、技能及びノウハウなどが今後陳腐化する可能性があります。また、当社の提供するサービス

などが、IT 業界の技術標準の変化により、その競合優位性若しくは価格優位性を失うこともあり

えます。従って、当社は技術革新に適宜対応するため、従業員の能力を高め、新しい技術の組織

的発掘及び習得を推進しておりますが、当社が技術変化の方向性を正しく予測及び認識できない

場合、また予測しても適切に対応できない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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⑤  医療市場の動向について 

昨今の動向ではシステム入替えに対する予算が下落傾向にあります。当社が得意とするオンプ

レミス型の仮想基盤インフラ構築分野においても初期投資が低コストであるクラウドサービス型

方式に移行する病院も増えつつあり、これらの市場環境によっては、構築主体や運用をクラウド

事業者に委託する可能性があることから、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

⑥  半導体不足の影響について 

世界的な半導体不足により、半導体が用いられた製品の納期が不安定となり、さらに調達がで

きなくなる、製品価格が上昇するなどの影響が生じております。調達の早期化や代替製品の取扱

い、取引先との連携強化によりリスク低減に努めておりますが、半導体不足がさらに深刻化した

場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）当社事業に関するリスクについて 

①  機密情報管理について 

当社は情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に関する国際規格である「情報セキュ

リティ 27001」を取得しており、コンピュータウイルス対策及びネットワーク管理などによる情

報の保護、入退館者の確認、情報管理に関する社内教育の徹底及び外部協力業者との機密保持契

約の締結などを行い、当社からの情報漏洩を未然に防ぐ対策を講じております。 

このような対策を講じているにもかかわらず、当社が情報漏洩に関与した場合には、損害賠償

責任の可能性があるほか、各種業務の継続にも支障が生じる場合があり、当社の財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

②  システム開発の品質について 

当社は、お客様の要望事項に基づきシステムの開発及び運用支援を行っており、これらの品質

管理には徹底を期し、お客様サービスの満足度の向上に努めておりますが、当社が提供するサー

ビス等において、品質上のトラブルが発生しないという保証はなく、このような品質上の不具合

が生じた場合には、不具合に対応する追加コストの発生や損害賠償などにより、当社の財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③  特定の販売先への依存について 

当社は、当事業年度において、販売先上位３社に売上高の35.6%が集中しており、特定の取引

先への依存度が高い状況にあります。当該取引先とは良好な関係を築いており、現時点において

取引関係等に支障を来たす事象は生じておらず、今後も継続的な取引が維持されるものと見込ん

でおります。 

当社としては、今後も主要取引先との取引拡大に加え、地方自治体等の新規市場拡大や新規サ

ービスの開発を行うことで特定取引先への依存度低下を図り、リスク低減に努める方針ですが、

主要取引先の経営方針やIT投資方針の変更、及び取引条件の変更が生ずる場合等には、当社の財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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④  組織体制の強化について 

当社は、発行者情報公表日現在において、取締役６名、監査役１名、従業員 50 名程度と比較

的小規模な組織であり、内部管理体制なども当社の規模に応じた組織となっております。そのた

め、各種業務の中には、特定の人員に一定の依存をしているものもあります。今後、事業規模の

拡大に応じ然るべき人材採用を行い、業務の平準化や権限委譲などの内部管理体制の強化を一層

図っていく意向でありますが、当該体制の整備に著しく時間を要する場合には、当社の財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤  人材の確保及び育成について 

当社の事業に従事する人材には、技術者としての能力や資質が求められます。今後、当社が業

容を安定的に拡大させていくためには、優秀な人材や適性のある人材を適時確保する必要があり

ます。また、採用した人材についても、継続的に教育を行いその育成に努めることは必須となり

ます。そのため、計画通り人材の確保及び従業員の育成が行えない場合には、当社の財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥  協力業者について 

当社は、事業を展開する上で当社の許容できる以上の受注が得られた場合には、協力業者から

人材を調達し職務を実行しております。従って、協力業者の確保及び業者との協力体制の構築が

事業展開の重要な要素となっております。今後、協力業者の確保及び業者との協力体制が計画通

りに進まない場合は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦  プロジェクト管理について 

当社事業の一部サービスにおいては、お客様からシステム構築を受託する際、事前にサービス

の対価及び納期を定めた請負契約を締結します。当該契約を締結したプロジェクトについては、

原則として契約時に受注金額が確定し、双方が合意した納期までにシステムを導入又は納品をす

る責任が当社に発生いたします。当社は、システム構築又はプロジェクトを受託するにあたり、

発生が見込まれるコストを積上げ、それに適正な利潤を乗せたものを見積金額として提示してお

ります。また、プロジェクト受注後は，進捗状況を管理するプロジェクトの責任者を選任し、社

内関係者及びお客様に対して定期的に進捗状況を報告することを実施しております。しかしなが

ら、プロジェクトにおいては、仕様変更や追加作業に起因する作業工数の増加などが発生する可

能性があり、このような事態が生じた場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

（３）その他のリスクについて 

①  自然災害等による影響について 

当社は、社内のコンピュータシステムに関して、バックアップ体制を確立することによる災害

対策を講じておりますが、地震や火災などの災害、コンピュータウイルス、電力供給の停止、通

信障害、通信事業者に起因するサービスの長期に渡る中断や停止、現段階では予測不可能な事由

によるシステムトラブルが生じた場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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②  知的財産権について 

近年、当社の属するIT業界においては、自社保有技術の特許申請が増加する傾向にあります。

そのような環境下において、知的財産権に係る管理体制は構築しているものの、意図せず他社の

知的財産権を侵害してしまう可能性があり、これらの訴訟などの内容及び結果によっては、当社

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③  訴訟等について 

当社は、これまでに訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、将来何らかの事

由の発生により、訴訟などによる請求を受ける可能性を完全に回避することは困難であり、これ

らの訴訟などの内容によっては、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④  関連業法による許認可について 

当社の業務の一部については、事業活動を行うにあたり、建設業法に基づく一般建設業の許可

(国土交通大臣許可)を受けております。建設業の許可に関しては、現在のところ建設業法第８条

に規定される許可要件の欠格事由に該当する事項はありませんが、将来何らかの理由により、当

該許認可が取消され、又は、更新が認められない場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。また、当社の事業活動において建設業法への違反行為が生じた場合には、

営業の停止又は許可の取消しという行政処分がくだされる恐れがあり、当社の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、本発行者情報公表日現在における当社の許認可登録は、以下のとおりです。 

許認可登録名 許可を受けた建設業 許可番号 有効期限 

一般建設業許可 電気工事業 

電気通信工事業 

国 土 交 通 大 臣 許 可

（般-４）第28523号 

自 2022 年 ５ 月 26 日 

至 2027 年 ５ 月 25 日 

 

⑤  法令違反・法改正の影響について 

当社は、事業活動を行うにあたって、コンプライアンスポリシーとして3F※を表明しており ま

す。法令遵守は最優先事項であるとの認識のもと、法規範や社内ルールを遵守するとともに、公

正で自由な競争を行い、社会規範にもとることのない誠実かつ公正な企業活動に努めております。

コンプライアンス体制の整備、販売管理体制の構築、全従業員に対して教育・周知の徹底、また、

適宜、顧問弁護士のアドバイスを受けるなど、法的規制を遵守する管理体制の整備に努めており

ます。しかしながら、これらの法令に違反する行為がなされた場合及び法令の改正や新たな法令

が当社の事業に適用され、その制約を受けることとなった場合には、当社の財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。 

※3F 

 ・Forward(進展） 

私たちは、地域の未来に、より豊かで公正な社会を残すよう尽力し、調和のとれた社会を

実現する社会的使命を担う企業であり、地球と社会が直面する課題解決に貢献します。その

ために自社だけでなく、お客様並びに多様なステークホルダー様との対話・共創を推進しま

す。また、デジタル技術の研究、設計、開発、運用及び人材採用、地域で輝く人材の育成に

積極的に取り組み、より良い未来社会の進展に貢献します。 
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・Faith（信頼） 

私たちは、法規範を遵守するのみならず、社会の良識、常識といった社会規範を遵守し、 

お客様並びにステークホルダー様のご要望・期待に応え社会から信頼される企業を目指しま

す。また、会社の成長が個人を豊かにすることを認識し、社員とともに夢とビジョンを共有

し、希望と未来が描ける会社を実現することで社員との信頼関係を深めます。 

・Free（自由） 

私たちは、法規範や社内ルールを遵守するとともに、公正で自由な競争を行い、社会規 

範にもとることのない誠実かつ公正な企業活動を行います。また、社員一人ひとりの人権、

人格及び個性を尊重し、自由と優しさのあふれた風土づくりに努め、安全で働きやすい環境

を整備することでゆとりと豊かさの実現に努めます。 

 

（４）担当 J－Adviser との契約の解除に関する事項について 

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 102 条の定めにより、TOKYO PRO Market 上

場企業は、東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当 J－Adviser と、株式上場の適格性審

査及び株式上場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約

(以下、「J－Adviser契約」とします。)を締結する義務があります。本発行者情報公表日時点にお

いて、当社が J－Adviser 契約を締結しているのは株式会社日本Ｍ&Ａセンター（以下、「同社」と

します。）であり、同社との J－Adviser 契約において当社は、下記の義務の履行が求められてお

ります。下記の義務の履行を怠り、又は契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の事情

のない限り 1ヶ月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期間内にその

義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、J－Adviser契約を解除することができる旨の

定めがあります。また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は

相手方に対する 1ヶ月前以上の書面による通知を行うことにより、いつでも J－Adviser契約を解約

することができる旨の定めがあります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、

下記の義務の履行又は違反の是正が果たせない場合、又は同社に代わる担当 J－Adviser を確保で

きない場合は、当社普通株式の TOKYO PRO Market 上場廃止に繋がる可能性があります。 

＜J－Adviser 契約上の義務＞ 

・特例に定める上場会社の義務を履行するとともに、同社が J-Adviser の義務を履行するために必

要な協力を行うこと 

・取締役会関係資料、株主総会関係資料、経営管理に関する各種資料、その他同社が必要とする資

料等を遅滞なく提出すること 

・必要に応じて特例及び特例施行規則の内容及びその解釈について、同社から指導及び助言を受け、

当社はその指導及び助言に従って行動すること 

また、当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告なしで J－Adviser 契約を

解除することができるものと定められております。 

① 債務超過   

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内（審査対象事

業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日が当社の事業年

度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到来する事業年度の末日）

までの期間をいう。以下、本号において同じ。また「２年以内」も同様。）に債務超過の状
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態でなくならなかったとき。ただし、当社が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続、

産業競争力強化法（以下、「産競法」という。）に規定する特定認証紛争解決手続に基づく

事業再生（当該手続が実施された場合における産業競争力強化法に規定する特例の適用を受

ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研究会による

「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経過した日

から起算して１年以内に債務超過の状態でなくなることを計画している場合（同社が適当と

認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。  

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に

係る決算（上場会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財

務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するま

での間において、再建計画（本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるた

めの経営計画を含む。）を公表している場合を対象とし、当社が提出する当該再建計画並び

に次の（ａ）及び（ｂ）に定める書面に基づき行うものとする。 

（ａ）次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面 

イ 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 当該再建計画が、再生計画又は

更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面  

ロ 産競法に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合

における産競法に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行

う場合 当該再建計画が、当該手続に従って成立したものであることを証する書面 

ハ 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づ

く整理を行う場合 当該再建計画が、当該ガイドラインに従って成立したものであるこ

とについて債権者が記載した書面 

（ｂ）本号ただし書に規定する１年以内に債務超過の状態を解消するための経営計画の前提とな

った重要な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計

士等が記載した書面 

② 銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確

実となった場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至

った場合（当社が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることによ

り、破産手続、再生手続又は更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になっ

た場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場

合に準ずる状態になったと同社が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場

合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取扱う。  

ａ 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥る恐れがあるときなどで再建を目的としない法律

に基づかない整理を行う場合 当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受け

た日  

ｂ 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥る恐れがあることなどにより事業活動の継続に
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ついて困難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、

事業の全部若しくは大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議する

ことの取締役会の決議を行った場合 当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決

議についての書面による報告を受けた日（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡

が事業の大部分の譲渡であると同社が認めた日）  

ｃ 当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若

しくは弁済に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債

務の引受若しくは弁済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の 100 分の 10 に相当す

る額以上である場合に限る。） 当社から当該合意を行ったことについての書面による報告を

受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、当社が次のａからｃまでに該当する再建計画

の開示を行った場合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。  

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当する

こと。  

（ａ）当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 当該再建計画

が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること  

（ｂ）当社が前号ｃに規定する合意を行った場合 当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は

第三者の合意を得ているものであること  

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。  

（ａ） TOKYO PRO Market に上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 

（ｂ） 前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなさ

れていること及びそれを証する内容  

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点

から適当でないと認められるものでないこと 

⑤ 事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社

が認めた場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合

とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が事業活動を停止した場合に準ずる状態に

なった場合と同社が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａ

からｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取扱う。 

ａ 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代

わる財産の全部又は一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、

原則として、合併がその効力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日  

（ａ）TOKYO PRO Market の上場株券等  

（ｂ）特例第 132 条の規定の適用を受け、速やかに TOKYO PRO Market に上場される見込みのある

株券等  

ｂ 当社が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する

株主総会（普通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合

併について株主総会の決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会

社にあっては、執行役の決定を含む。）についての書面による報告を受けた日）  
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ｃ 当社が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第 3 号ｂの規定の

適用を受ける場合を除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面に

よる報告を受けた日 

⑥ 不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする

株式交換、ⅰの２ 非上場会社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社か

らの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業

の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当に

よる株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと

同等の効果をもたらすと認められる行為）で定める行為（以下本号において「吸収合併等」

という。）を行った場合に、当社が実質的な存続会社でないと同社が認めた場合 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主（当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しく

は間接に保有する者）が異動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行

使により支配株主が異動する見込みがある場合を含む）において、支配株主との取引に関す

る健全性が著しく毀損されていると同社が認めるとき 

⑧ 発行者情報等の提出遅延 

当社が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例

及び法令に定める期間内に提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断

した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

ｂ 当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書

については「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに

帰すべからざる事由によるものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大で

あると同社が認める場合 

⑩ 法令違反及び上場契約違反等 

当社が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託

しないこととなることが確実となった場合 

⑫ 株式の譲渡制限 

当社が TOKYO PRO Market に上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

⑬ 完全子会社化 

当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

⑭ 指定振替機関における取扱い 

当社が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなっ

た場合 
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⑮ 株主の権利の不当な制限 

当社が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利

内容及びその行使が不当に制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びそ

の行使が不当に制限されていると同社が認めた場合をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形

で発行する買収防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価よ

り著しく低い新株予約権を導入時点の株主等に対し割当てておくものの導入（実質的に買収

防衛策の発動の時点の株主に割当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割当て

ておく場合を除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお

廃止又は不発動とすることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総

会の決議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社

の主要な事業を行っている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以

外の者を割当先として発行する場合において、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実

現を困難にする方策であると同社が認めるときは、当社が重要な事項について種類株主総会

の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取扱う。） 

ｄ TOKYO PRO Market に上場している株券について、株主総会において議決権を行使することが

できる事項のうち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株

式への変更に係る決議又は決定 

ｅ TOKYO PRO Market に上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要

な事項について株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余

金の配当請求権その他の経済的利益を受ける権利の価額等が TOKYO PRO Market に上場してい

る株券より低い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定 

ｆ 議決権の比率が３００％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたら

す行為に係る決議又は決定 

⑯ 全部取得 

当社が TOKYO PRO Market に上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 

⑰ 反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO 

PRO Market の市場に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき 

⑱ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは東証が上場廃止を適当と認めた

場合 

  

このほか、株主総会の特別決議を経て、当社が東京証券取引所へ「上場廃止申請書」を提

出した場合にも上場廃止となります。なお、本発行者情報公表日時点において、J-Adviser 契

約の解約に繋がる上記の事象は発生しておりません。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社が判断したものであります。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この財務諸表の作成にあたりまして、経営者による会計上の見積りを必要とします。経営者は

これらの見積りについて過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結

果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

   （資産の部） 

当事業年度末における流動資産は、1,076百万円（前事業年度末比81百万円増）となりました。こ

れは主に、商品が166百万円、契約資産が97百万円増加したものの、現金及び預金が209百万円減少し

たこと等によるものであります。固定資産は、67百万円（同８百万円増）となりました。これは主に、

保険積立金（貸借対照表の投資その他の資産「その他」に含めて表示）が13百万円増加したこと等に

よるものであります。 

その結果、総資産は1,144百万円（同89百万円増）となりました。 

   （負債の部） 

当事業年度末における流動負債は、237百万円（前事業年度末比36百万円減）となりました。これ

は主に、前受金が19百万円増加したものの、買掛金が20百万円、未払法人税等が21百万円、未払消費

税等が10百万円減少したこと等によるものであります。固定負債は、７百万円（同０百万円増）とな

りました。これは資産除去債務が増加したことによるものであります。  

その結果、負債合計は244百万円（同36百万円減）となりました。 

   （純資産の部） 

当事業年度末における純資産は、899百万円（前事業年度末比126百万円増）となりました。これは

利益剰余金が126百万円増加したことによるものであります。 

 

（３）経営成績の分析 

  「１【業績等の概要】（１）業績」をご参照ください。 

   

（４）経営成績に重要な影響を与える要因 

「４【事業等のリスク】」をご参照ください。 

 

（５）キャッシュ・フローの状況の分析 

「１【業績等の概要】（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

 

（６）経営者の問題意識と今後の方針について 

「３【対処すべき課題】」に記載しております。 
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第４ 【設備の状況】 

 

１ 【設備投資等の概要】 

該当事項はありません。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

2023年11月30日現在 

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

帳簿価額 
従業員数
(名) 建物 

（千円） 
車両運搬具 
（千円） 

工具、 
器具及び備品 

（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
(大阪市淀川区) 

事務所用設備等 16,723 723 1,837 19,285  46 

合計 16,723 723 1,837 19,285 46 

 （注） １．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略してお

ります。 

 ２．本社建物は賃借しております。年間賃借料は11,271千円であります。 

 ３．当社はシステムインテグレーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略してお

ります。 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(１) 重要な設備の新設等 

     該当事項はありません。 

(２) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５ 【発行者の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

（１） 【株式の総数等】 
 

記名・無記名の
別、額面・無額
面の別及び種類 

発行可能 
株式総数 
(株) 

未発行 
株式数 
(株) 

事業年度末 
現在発行数 

(株) 
(2023年11月30日) 

公表日現在 
発行数 
(株) 

(2024年2月29日) 

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名   

内容 

普通株式 800,000 600,000 200,000 200,000 
東京証券取引所 
（TOKYO PRO 
  Market） 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
な る 株 式 で あ
り、単元株式数
は100株でありま
す。 

計 800,000 600,000 200,000 200,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【MSCB等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金 
増減額 
(千円) 

資本金 
残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

2022年５月１日（注） 199,000 200,000 － 80,000 － － 

(注) 2022年４月13日開催の取締役会決議により、2022年５月１日付で普通株式１株を200株に分割しております。 

これにより発行済株式総数は199,000株増加し、200,000株となっております。 
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（６） 【所有者別状況】 

2023年11月30日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数 100 株) 

単元未満 
株式の状況 

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

－ － － 1 － － 1 2 － 

所有株式数 
(単元) 

－ － － 1 － － 1,999 2,000 － 

所有株式数 
の割合(％) 

－ －  － 0.05 － － 99.95 100.00 － 

 

（７） 【大株主の状況】 

 2023年11月30日現在 

 

（８） 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

2023年11月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 200,000 2,000 

権利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元株式数

は100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数   200,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,000 ― 

 

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

 

（９）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

株式総数に対 

する所有株式数 

の割合(％) 

武内 寿明 兵庫県姫路市 199,900 99.95 

株式会社マコト電気 大阪市北区梅田３丁目４－５ 100 0.05 

計 － 200,000 100.00 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

   該当事項はありません。 

 

３ 【配当政策】 

当社は、内部留保の充実、財務体質の強化を図りながら、積極的な事業展開や事務効率化及びお客様

へのサービス向上により企業価値を向上させ、株主の皆様への適切な利益還元により株主価値を拡大さ

せていくことを最重要課題と考えており、継続的かつ安定的に利益還元を実施していくことを基本方針

としております。なお、内部留保資金につきましては、事業拡大を目的とした中長期的な事業原資とし

て利用していく予定であります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

この剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、1 株当たり15円としております。  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。  

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

2024年２月22日 

定時株主総会 
3,000 15 

 

４ 【株価の推移】 

（１）【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第16期 第17期 第18期 

決算年月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 

最高（円） － 4,240 － 

最低（円） － 4,240 － 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおける取引価格であります。 

２．2022年８月26日付で取引所に上場しましたので、第16期の株価については該当ありません。 

３．第18期については売買実績がないため記載しておりません。 

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2023年６月 2023年７月 2023年８月 2023年９月 2023年10月 2023年11月 

最高（円） － － － － － － 

最低（円） － － － － － － 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおける取引価格であります。 

２．2023年６月から2023年11月については、売買実績がないため記載しておりません。 
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５ 【役員の状況】 

 
男性７名、女性－名（役員のうち女性の比率 －％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 

所有 

株式数 

（株） 

代表 

取締役 
社長 武内 寿明 1970年８月25日生 

1989年４月 

2001年11月 

2006年４月 

2008年７月 

2014年７月 

リコーテクノシステムズ㈱入社 

㈱ケーブルテレビ神戸入社 

㈱ダンテック入社 

㈱ダンテック取締役就任 

当社代表取締役就任（現任） 

（注）

１ 

（注）

３ 
199,900 

常務 

取締役 

ソリュー

ションセ

ールス事

業部長 

遠藤 正人 1972年12月13日生 

1992年１月 

2006年10月 

2008年７月 

2014年11月 

2015年６月 

 

 

2023年２月 

英工電機株入社 

㈱ダンテック入社 

㈱ダンテック取締役就任 

㈱ダンテック代表取締役就任 

当社取締役ソリューション営業部

長（現ソリューションセールス事

業部長）就任 

常務取締役ソリューションセール

ス事業部長（現任） 

（注）

１ 

（注）

３ 
－ 

取締役 
経営管理

部長 
山本 高広 1975年２月11日生 

1998年４月 

2005年４月 

2013年４月 

2014年12月 

㈱イヨテック入社 

瀬尾由紀子税理士事務所入所 

㈱ダンテック入社 

当社入社 

経営管理部長就任 

（注）

１ 

（注）

３ 
－ 

2021年１月 取締役経営管理部長就任（現任） 

取締役 
事業戦略

部長 
林 智之 1974年10月19日生 

1993年４月 

 

2021年１月 

富士通カストマエンジニアリング

㈱（現：㈱富士通エフサス）入社

当社取締役事業戦略部長就任（現

任） 

（注）

１ 

（注）

３ 
－ 

取締役 － 岡林 義男 1961年8月25日生 

1984年４月 

 

2006年10月 

2009年４月 

2015年４月 

2019年４月 

2024年３月 

兵庫リコー販売株式会社入社

（現：リコージャパン株式会社） 

同社 明石支店 支店長 

同社 神戸MA営業部 部長 

同社 高知支社 支社長 

同社 京都支社 支社長 

当社取締役ソリューションセール

ス事業部長（就任予定） 

（注）

１ 
－ － 

取締役 － 榎田 洋一 1968年２月19日生 

1990年４月 

 

 

2016年４月 

 

 

2018年６月 

2020年１月 

 

2023年２月 

 

2023年４月 

鹿児島ゼロックス㈱入社（現：富

士フイルムビジネスイノベーショ

ンジャパン㈱） 

富士ゼロックス山口㈱（現：富士

フイルムビジネスイノベーション

ジャパン㈱）営業統括部長就任 

㈱アイテム取締役就任 

㈱コンサル４１代表取締役就任

（現任） 

当社取締役（非常勤）就任（現

任） 

㈱ARK取締役就任（現任） 

（注）

１ 

（注）

３ 
－ 

監査役 － 中村 健三 1982年８月１日生 

2009年12月 

 

2015年５月 

 

2019年11月 

 

2020年６月 

2020年６月 

 

2021年１月 

2021年11月 

弁護士法人中央総合法律事務所入

所 

弁護士法人堺筋総合法律事務所共

同代表社員弁護士就任 

中村総合法律事務所設立、代表弁

護士就任（現任） 

㈱三ッ星社外取締役就任 

㈱ユキ・マネジメント・アンド・

リサーチ社外取締役就任（現任） 

当社監査役就任（現任） 

㈱マコト電気社外取締役（現任） 

（注）

２ 

（注）

３ 
－ 

計 199,900 

(注)１．2024年２月開催の定時株主総会のときから2025年11月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。 

２．2022年２月開催の定時株主総会のときから2025年11月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。 

３．2023年11月期における役員報酬の総額は、58,486千円を支給しております。  

４．監査役中村健三氏は、社外監査役であります。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業価値の最大化を図るために、経営の透明性と健全性を維持しつつ、迅速な意思決定と

機動的な組織運営を実現することをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針と考えております。こ

れらを実現するためには、下部組織へ権限委譲を進めていくことにより、組織運営を明確化する組織

体制作りと、経営の効率性を一層向上させることにより、企業としての社会的責任を果たしたいと考

えております。 

    

② 企業統治の体制の概要 

  a）取締役会 

当社の取締役会は６名の取締役で構成されております。監査役出席のもと、法令又は定款に定める

もののほか、経営上の意思決定、業務執行状況の監督、その他法令で定められた事項及び重要事項の

決定を行っております。当社では定時取締役会を月１回開催し、月次業務報告、その他の業務上の報

告を行い、情報の共有化を図るとともに、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催しており、迅速かつ

適切な意思決定に努めております。 

b）監査役 

当社の監査役は１名であります。監査役規程に基づき、法令・定款に従い監査役の監査方針を定め

ております。監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の執行状況を監査し、適宜必要な意見を述べ

ております。また内部監査担当者とも緊密な連携を保つために定期的な情報・意見交換を行い監査の

有効性及び効率性を高めております。 

c）内部監査 

内部監査は翌期の内部監査計画を事業年度末までに作成し、その計画に基づき、業務が会社の定め

る社内規程又はマニュアルに従って行われているか、効率的な業務運営が行われているか及び法令等

が遵守されているか等について、全ての部門及び支店を対象に監査を行い、監査内容、監査結果及び

問題点の改善状況が都度代表取締役及び取締役会に報告されております。監査を実施するにあたって

は監査役と情報交換を随時行い、連携しながら効果的・効率的な監査を実施しております。 

d）会計監査 

当社は、ひかり監査法人と監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する有価

証券上場規程の特例」第128条第３項の規定に基づき監査を受けております。なお、2023年11月期に

おいて監査を執行した公認会計士は岩永憲秀氏、伊藤玲司氏の２名であり、いずれも継続監査年数は

７年以内であります。また、当該監査業務にかかる補助者は公認会計士３名その他２名であります。 

監査役及び内部監査担当者は、監査法人より会計監査に関する報告を受けるほか、必要に応じて随

時、監査に関する情報交換を行うこととしております。 
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当社の本発行者情報提出日現在における企業統治の体制の模式図は、次のとおりであります。 

 

③ 内部統制システムの整備の状況について 

当社は、職務権限規程の遵守により、業務を合理的に分担することで、特定の組織並びに特定の担

当者に業務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 

 

④ リスク管理体制の整備の状況 

当社は、リスク管理体制を構築するとともに、コンプライアンスの遵守を実現させるために、会社

組織や各業務に係る規程やマニュアルなどを整備し、その適切な運用を行っています。また、当社は

企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考とす

るためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

 

⑤ 社外監査役の状況  

当社は、社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役として中村健三氏を選任しております。

社外監査役は、経営に対する監視、監督機能を担っております。社外監査役と当社の間には特別な利

害関係を有しておらず、一般株主との利益相反の恐れはありません。なお、当社は、社外監査役の独

立性に関する基準または方針について特段の定めはありませんが、選任に際しては、客観的、中立の

経営監視機能が十分に発揮されるよう、取引関係等を考慮した上で、選任を行っております。 

 

⑥ 取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は７名以内、監査役は２名以内とする旨を定款で定めております。 

 

⑦ 取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によら

ないものとする旨を定款で定めております。 

  

⑧ 中間配当 

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年５月末日を基準日とし

て、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を
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可能にするためであります。 

 

⑨ 自己の株式の取得 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

を可能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 

 

⑩ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に

関する取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令

の限度において免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務

を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備すること

を目的とするものであります。 

 

⑪ 役員報酬の内容 

役員の報酬については、2021 年１月 12 日開催の第 15 回定時株主総会において、取締役の報酬限

度額を年額 80,000 千円、監査役の報酬限度額を年額 5,000 千円とすると決議されております。 

役員区分 
報酬等の総額

（千円） 

報酬等の種類別の総額 

（千円） 
対象となる

役員の員数

（人） 基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 

取締役（社外取締役を除く） 56,086 52,186 3,900 － 5 

監査役（社外監査役を除く） － － － － － 

社外役員 2,400 2,400 － － 1 

 

⑫ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出

席した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。 

 

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査法人に対する報酬の内容】  

区 分 
最近事業年度 

監査証明業務に基づく報酬 (千円) 非監査業務に基づく報酬(千円) 

発行者 5,400 － 

計 5,400 － 

 

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

③ 【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

 

④ 【監査報酬の決定方針】 

当社の監査法人に対する監査報酬の決定方針としましては、当社の事業規模、業務の特性等を勘案
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し、適切な監査に必要となる監査体制及び監査時間を監査法人と協議した上で、監査役による同意を

得て公正妥当な監査報酬を決定することとしております。 
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第６ 【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号）に基づいて作成しております。 

（２）当社の財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程

の特例の施行規則」第116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128

条第３項の規定に基づき、当事業年度（2022年12月１日から2023年11月30日まで）の財務諸表につい

て、ひかり監査法人の監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2022年11月30日） 

当事業年度 

（2023年11月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 666,359 457,075 

売掛金 ※１   166,873 ※１  127,793 

完成工事未収入金 ※１   21,465 ※１     33,925 

契約資産 ※１   13,377 ※１  111,240 

未成工事支出金 ※２   11,219    9,891 

商品 46,647 213,457 

原材料 826 1,132 

前渡金 65,292 117,236 

前払費用 3,044 2,000 

その他 33 2,419 

流動資産合計 995,139 1,076,171 

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 18,124 16,723 

車両運搬具（純額） 1,288 723 

工具、器具及び備品（純額） 2,719 1,837 

有形固定資産合計 ※３   22,133 ※３   19,285 

投資その他の資産   

出資金 80 80 

長期前払費用 3,132 2,700 

繰延税金資産 4,731 3,230 

その他 28,976 42,588 

投資その他の資産合計 36,920 48,598 

固定資産合計 59,054 67,883 

資産合計 1,054,193 1,144,055 
 
負債の部   

流動負債   

買掛金 73,468 53,369 

工事未払金 14,857 12,421 

未払金 10,061 7,479 

未払費用 14,350 16,411 

未払法人税等 41,252 19,566 

未払消費税等 10,762 － 

前受金 99,811 119,204 

工事損失引当金 ※２   1,004 － 

その他 8,499 8,955 

流動負債合計 274,067 237,408 

固定負債   

資産除去債務 7,327 7,365 

固定負債合計 7,327 7,365 

負債合計 281,394 244,773 
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  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2022年11月30日） 

当事業年度 

（2023年11月30日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000 

利益剰余金   

 利益準備金 1,650 1,950 

 その他利益剰余金   

  繰越利益剰余金 691,148 817,331 

 利益剰余金合計 692,798 819,281 

株主資本合計 772,798 899,281 

純資産合計 772,798 899,281 

負債純資産合計 1,054,193 1,144,055 
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② 【損益計算書】 

  （単位：千円） 

 

前事業年度 

（自 2021年12月１日 

至 2022年11月30日） 

当事業年度 

（自 2022年12月１日 

  至 2023年11月30日） 

売上高 ※１   1,459,983 ※１  1,723,158 

 売上原価 1,060,758 1,320,942 

売上総利益 399,224 402,215 

販売費及び一般管理費 ※２   216,574 ※２   219,630 

営業利益 182,650 182,585 

 営業外収益   

  受取利息 5 7 

 受取配当金 1 1 

 受取給付金 2,500 － 

 社宅家賃収入 2,246 1,744 

  その他 190 235 

  営業外収益合計 4,944 1,988 

営業外費用   

 支払利息 － 616 

  設備移設費用 751 － 

 営業外費用合計 751 616 

経常利益 186,843 183,957 

 税引前当期純利益 186,843 183,957 

 法人税、住民税及び事業税 66,877 52,972 

 法人税等調整額 △ 2,448 1,501 

 法人税等合計 64,428 54,473 

 当期純利益 122,414 129,483 
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【売上原価明細書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
原価計算の方法 

個別原価計算によっております。 

 

（注）※ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

前事業年度 

（自 2021年12月１日 至 2022年11月30日） 

当事業年度 

（自2022年12月１日  至2023年11月30日） 

外注費        122,866千円 外注費               83,785千円 

 

 

 

 

  

  前事業年度 

 (自 2021年12月１日  

  至 2022年11月30日) 

当事業年度 

 (自 2022年12月１日  

 至 2023年11月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

Ⅰ 商品売上原価        

期首商品棚卸高  50,811   46,647   

当期商品仕入高  503,175   937,721   

合計  553,987   984,368   

期末商品棚卸高  46,647 507,339 47.9 213,457 770,910 58.4 

Ⅱ 材料費        

期首材料棚卸高  1,053   826   

当期材料仕入高  3,117   7,844   

合計  4,171   8,671   

期末材料棚卸高  826 3,345 0.3 1,132 7,538 0.6 

Ⅲ 労務費   194,252 18.3  208,524 15.8 

Ⅳ 経費 ※  352,886 33.3  333,644 25.3 

Ⅴ 工事損失引当金繰入額   1,004 0.1  － － 

Ⅵ 工事損失引当金戻入額   － －  △1,004 △0.1 

総計   1,058,827 100.0  1,319,614 100.0 

期首未成工事支出金   13,149   11,219  

期末未成工事支出金   11,219   9,891  

売上原価   1,060,758   1,320,942  
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③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 2021年12月１日 至 2022年11月30日） 

                                            （単位：千円） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 80,000 1,350    572,033 573,383 653,383 653,383 

当期変動額       

 利益準備金の積立  300 △300 － － － 

剰余金の配当   △3,000 △3,000 △3,000 △3,000 

当期純利益   122,414 122,414 122,414 122,414 

当期変動額合計 － 300 119,114 119,414 119,414 119,414 

当期末残高 80,000 1,650 691,148 692,798 772,798 772,798 

 

当事業年度（自 2022年12月１日 至 2023年11月30日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 80,000 1,650    691,148 692,798 772,798 772,798 

当期変動額       

 利益準備金の積立  300 △300 － － － 

剰余金の配当   △3,000 △3,000 △3,000 △3,000 

当期純利益   129,483 129,483 129,483 129,483 

当期変動額合計 － 300 126,183 126,483 126,483 126,483 

当期末残高 80,000 1,950    817,331 819,281 899,281 899,281 
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 2021年12月１日 
至 2022年11月30日) 

当事業年度 
(自 2022年12月１日 
至 2023年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 186,843 183,957 

 減価償却費 2,172 2,848 

 工事損失引当金の増減額(△は減少) 1,004 △1,004 

 受取利息及び受取配当金 △6 △8 

 支払利息 － 616 

売上債権の増減額（△は増加） 40,280 26,619 

契約資産の増減額（△は増加） △13,377 △97,862 

棚卸資産の増減額（△は増加） 6,322 △165,788 

仕入債務の増減額（△は減少） △19,298 △22,535 

未払金の増減額（△は減少） △24,803 △1,052 

未払費用の増減額（△は減少） 1,123 2,061 

前渡金の増減額（△は増加） 7,368 △51,943 

前受金の増減額（△は減少） 1,846 19,393 

 その他 △3,518 △11,178 

 小計 185,957 △115,877 

 利息及び配当金の受取額 6 8 

 利息の支払額 － △616 

法人税等の支払額 △21,526 △74,689 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 164,437 △191,174 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △11,182 △1,498 

敷金の差入による支出 △1,574 △78 

保険積立金の積立による支出 △13,533 △13,533 

 その他 145 － 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △26,144 △15,109 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △3,000 △3,000 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,000 △3,000 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 135,293 △209,283 

現金及び現金同等物の期首残高 529,266 664,559 

現金及び現金同等物の期末残高 ※   664,559 ※   455,275 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  未成工事支出金 

   個別法による原価法 

  商品 

    個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

   原材料 

    最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物            15年 

車両運搬具       ４～６年 

工具、器具及び備品   ４～15年 

（２）長期前払費用 

   均等償却によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  （２）工事損失引当金 

    受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見

積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

インフライノベーションサービス及びシステム開発サービスにおけるシステム構築等の作業を伴う

案件については、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義

務の充足に係る進捗度を見積る方法は、原価比例法を採用しております。なお、契約金額に重要性が

なく、ごく短期な契約については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を

認識しております。 

アウトソーシングサービスにおける契約については、契約期間にわたってシステム保守等のサービ

スを提供しており、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。 

物品等の販売については、顧客への引渡後、顧客が検収した時点で履行義務が充足されると判断し
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ていることから、一時点で充足される履行義務として、顧客が検収した時点で収益を認識しておりま

す。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（重要な会計上の見積り） 

該当事項はありません。 

 

（貸借対照表関係) 

※１ 売掛金、完成工事未収入金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、

財務諸表「注記事項（収益認識関係）３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じる

キャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末において存在する顧客との契約から当事業年度以降に

認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報」に記載しております。 

 

※２ 棚卸資産及び工事損失引当金の表示 

  損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。 

  工事損失引当金に対応する棚卸資産の額 

 
前事業年度 

(2022年11月30日) 

当事業年度 

(2023年11月30日) 

未成工事支出金 2,251千円 －千円 

 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

 
前事業年度 

(2022年11月30日) 

当事業年度 

(2023年11月30日) 

有形固定資産の減価償却累計額     14,096千円          16,945千円 

 

４ 当座貸越契約 

当社は運転資金等の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。事

業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(2022年11月30日) 

当事業年度 

(2023年11月30日) 

当座貸越極度額の総額 250,000千円 250,000千円 

借入実行残高 － － 

差引額 250,000 250,000 

 

（損益計算書関係） 

※１ 顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ
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ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に記載しており

ます。 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 2021年12月１日 
  至 2022年11月30日) 

当事業年度 
(自 2022年12月１日 
  至 2023年11月30日) 

役員報酬 61,536 千円 58,486千円 

給料手当 37,517 46,962 

減価償却費                  2,172 2,848 

支払手数料 26,803 17,721 

   

おおよその割合   

 販売費  20.0％    23.3％   

 一般管理費 80.0％   76.7％   

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2021年12月１日 至 2022年11月30日） 

１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当事業年度 

期首株式数 

（株） 

当事業年度 

増加株式数 

（株） 

当事業年度 

減少株式数 

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

普通株式 1,000 199,000 － 200,000 

（注）2022年４月13日開催の取締役会決議により、2022年５月１日付で普通株式１株につき200株の割

合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式総数は199,000株増加し、200,000株と

なっております。 

 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

 ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2022年２月22日 

定時株主総会 
普通株式 3,000 3,000 2021年11月30日 2022年２月28日 

（注）2022年４月13日開催の取締役会決議により、2022年５月１日付で普通株式１株につき200株の割合で 

株式分割を行っております。「１株当たり配当額」につきましては、当該株式分割前の実際の配当金

の額を記載しております。 
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（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2023年２月22日

定時株主総会 
普通株式 3,000 利益剰余金 15 2022年11月30日 2023年２月24日 

 

当事業年度（自 2022 年 12 月１日 至 2023 年 11月 30 日） 

１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 

当事業年度 

期首株式数

（株） 

当事業年度 

増加株式数

（株） 

当事業年度 

減少株式数

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

普通株式 200,000 － － 200,000 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2023年２月22日 

定時株主総会 
普通株式 3,000 15 2022年11月30日 2023年２月24日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2024年２月22日

定時株主総会 
普通株式 3,000 利益剰余金 15 2023年11月30日 2024年２月26日 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 

 

 
前事業年度 

(自 2021年12月１日 
至 2022年11月30日) 

当事業年度 
(自  2022年12月１日 
至  2023年11月30日) 

現金及び預金 666,359 457,075 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △1,800 △1,800 

現金及び現金同等物 664,559 455,275 
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に関する取り組み方針 

当社は、必要資金については通常の営業活動で獲得した資金から充当することを基本方針としており、

借入については資金需要が発生する都度、検討することとしております。また資金運用については、短

期的な預金等によっております。なお、デリバティブを含む投機的な取引は行わない方針であります。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。  

営業債務である買掛金、工事未払金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であり、流

動性リスクに晒されております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

  ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、経営管理部において案件及び取引先ごとの期日管理及び残高管理を定期的に行い、取引先

相手ごとに財務状況の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、経営管理部において適時に資金繰り計画を作成及び更新し、手許流動性を維持するなどの

方法により流動性リスクを管理しています。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

（１）貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に関する事項 

前事業年度（2022年11月30日） 

当社の保有する金融商品のうち、「現金」については、現金であること、他の金融商品については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

    

当事業年度（2023年11月30日） 

当社の保有する金融商品のうち、「現金」については、現金であること、他の金融商品については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 
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（２）金銭債権の決算日後の償還予定額 

    前事業年度（2022年11月30日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 666,359 － － － 

売掛金 166,873 － － － 

完成工事未収入金 21,465 － － － 

合計 854,698 － － － 

 

当事業年度（2023年11月30日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 457,075 － － － 

売掛金 127,793 － － － 

完成工事未収入金 33,925 － － － 

合計 618,794 － － － 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

前事業年度（2022年11月30日） 

  該当事項はありません。 

 

当事業年度（2023年11月30日） 

  該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

前事業年度（自 2021年12月１日 至 2022年11月30日） 

１.採用している退職給付制度の概要 

当社は従業員の退職給付に充てるため、中小企業退職金共済制度に加入しており、確定拠出制度を採用し

ております。 

２.確定拠出制度 

 当社の確定拠出制度への拠出額は、2,790千円であります。 

 

当事業年度（自 2022年12月１日 至 2023年11月30日） 

１.採用している退職給付制度の概要 

当社は従業員の退職給付に充てるため、中小企業退職金共済制度に加入しており、確定拠出制度を採用し

ております。 

２.確定拠出制度 

  当社の確定拠出制度への拠出額は、2,754千円であります。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度 

（2022年11月30日） 

当事業年度 

（2023年11月30日） 

繰延税金資産   

 未払事業税 3,933千円  2,598千円  

 資産除去債務 2,531 2,544 

 工事損失引当金 346 － 

繰延税金資産小計 6,812 5,142 

評価性引当額 － － 

繰延税金資産合計 6,812 5,142 

繰延税金負債   

 資産除去債務に対応する除去費用 2,080 1,912 

繰延税金負債合計 2,080 1,912 

繰延税金資産の純額 4,731 3,230 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 前事業年度 

（2022年11月30日） 

当事業年度 

（2023年11月30日） 

法定実効税率 －  

－  

－  

－  

－  

－  

34.6％  

（調整）  

住民税均等割 0.4％  

税額控除 △4.9％  

軽減税率適用による影響 

その他 

△0.4％  

△0.1％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  29.6％  

（注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の５以

下であるため注記を省略しております。 

 

 (資産除去債務関係) 

前事業年度（自 2021 年 12月１日 至 2022 年 11 月 30 日） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 2022 年 12月１日 至 2023 年 11 月 30 日） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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(収益認識関係) 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

前事業年度（自 2021年12月１日 至 2022年11月30日） 

                                       （単位：千円） 

  
インフライノベー

ションサービス 

システム開発 

サービス 

アウトソーシング

サービス 
その他 合計 

一時点で移転される

財又はサービス 
377,302  120,973  －  600,065  1,098,340  

一定の期間にわたり

移転される財又はサ

ービス 

4,399  3,689  353,553  －  361,642  

顧客との契約から生

じる収益 
381,701  124,662  353,553   600,065  1,459,983  

その他の収益 －  －  －  －  －  

外部顧客への売上高 381,701  124,662  353,553  600,065  1,459,983  

(注１) 「その他」の区分は、インフライノベーションサービス、システム開発サービス及びアウトソーシング

サービスに含まれない物品等の販売であります。 

(注２) 収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しているインフライノベーションサービス及びシステム開発サービ

スにおけるシステム構築等の作業を伴う案件については、一時点で移転される財又はサービスに含めて

おります。 

 

当事業年度（自 2022年12月１日 至 2023年11月30日） 

                                       （単位：千円） 

  
インフライノベー

ションサービス 

システム開発 

サービス 

アウトソーシング

サービス 
その他 合計 

一時点で移転される

財又はサービス 
246,735  90,285  －   860,053  1,197,073  

一定の期間にわたり

移転される財又はサ

ービス 

67,969   27,540  430,574  －   526,084  

顧客との契約から生

じる収益 
314,704  117,825  430,574  860,053  1,723,158  

その他の収益 －   －   －   －   －   

外部顧客への売上高 314,704  117,825  430,574  860,053  1,723,158  

(注１) 「その他」の区分は、インフライノベーションサービス、システム開発サービス及びアウトソーシング

サービスに含まれない物品等の販売であります。 

(注２) 収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しているインフライノベーションサービス及びシステム開発サービ

スにおけるシステム構築等の作業を伴う案件については、一時点で移転される財又はサービスに含めて
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おります。 

   

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 「（重要な会計方針） ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業

年度末において存在する顧客との契約から当事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

                                      （単位：千円） 

    前事業年度 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 228,619    188,338 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 188,338 161,718 

契約資産（期首残高） － 13,377 

契約資産（期末残高） 13,377 111,240 

契約負債（期首残高）  97,964 99,811 

契約負債（期末残高） 99,811 119,204 

 

契約資産は、一定の期間にわたり収益を認識するインフライノベーションサービス並びにシステム開

発サービスにおけるシステム構築等の作業を伴う案件及びアウトソーシングサービスにおいて、期末日

時点で充足した履行義務のうち、未請求の対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産

は、対価に対する当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

当該サービスに関する対価は、契約に基づき段階的に受領するとともに、履行義務を完全に充足したの

ち、一定期間経過後に残額を受領しております。 

契約負債である前受金は、主に、一定の期間にわたり収益を認識するアウトソーシングサービスに関

する契約において、契約に基づき顧客から受け取った履行義務充足前の前受金に関するものであります。

前受金は、収益の認識に伴い取り崩されます。 

前事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の前受金残高に含まれていた額は、41,503千円であ

ります。 

当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の前受金残高に含まれていた額は、43,749千円であ

ります。 

  

② 残存履行義務に配分した取引価格 

    当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想さ

れる契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。 

前事業年度末において未充足の履行義務（保守契約等の前受金）は、前事業年度末において 76,390 千

円であり、前事業年度の末日後１年以内に 30％、残り 70％がその後６年以内に収益として認識されると

見込んでおります。 
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当事業年度末において未充足の履行義務（保守契約等の前受金）は、当事業年度末において 72,683 円

であり、当事業年度の末日後１年以内に 40％、残り 60％がその後６年以内に収益として認識されると見

込んでおります。 

 

（セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前事業年度（自 2021年12月１日 至 2022年11月30日） 

当社は、システムインテグレーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

 

当事業年度（自 2022年12月１日 至 2023年11月30日） 

当社は、システムインテグレーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

 

【関連情報】 

前事業年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日) 

１. 製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％超であるため、記 

載を省略しております。 

 

２. 地域ごとの情報 

(1）売上高 

     本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント 

株式会社インターネットイニシアティブ 199,520 システムインテグレーション事業 

国立大学法人京都大学 187,406 システムインテグレーション事業 

 

当事業年度(自 2022年12月１日 至 2023年11月30日) 

１. 製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％超であるため、記 

載を省略しております。 

 

２. 地域ごとの情報 

(1）売上高 

     本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
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３. 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）  

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント 

株式会社ＡＩＴ 348,118 システムインテグレーション事業 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2022年12月１日 至 2023年11月30日) 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2022年12月１日 至 2023年11月30日) 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2022年12月１日 至 2023年11月30日) 

 該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

１．関連当事者との取引 

財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 
 

前事業年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日) 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（注）１．当社は、一部の仕入先に対する仕入債務について代表取締役武内寿明及び取締役遠藤正人より連

帯して債務保証を受けておりましたが、当事業年度末においては解消されております。なお、保証

料の支払いは行っておりません。 

２．当社は、代表取締役武内寿明よりリース取引に対して債務保証を受けておりましたが、当事業年

度末においては解消されております。なお、保証料の支払いは行っておりません。 

 
当事業年度(自 2022年12月１日 至 2023年11月30日) 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記  

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 
 

 
前事業年度 

(自  2021年12月１日 
至  2022年11月30日) 

当事業年度 
(自 2022年12月１日 
至  2023年11月30日) 

１株当たり純資産額 3,863.99円 4,496.41円 

１株当たり当期純利益 612.07円 647.42円 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載を省略してお

ります。 

２．当社は2022年５月１日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行いました。前事業年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 
前事業年度 

(自  2021年12月１日 
至  2022年11月30日) 

当事業年度 
(自 2022年12月１日 
至  2023年11月30日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益 (千円) 122,414 129,483 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る当期純利益(千円) 122,414 129,483 

普通株式の期中平均株式数(株) 200,000 200,000 
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⑤【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

（千円） 

当期償却額 

（千円） 

差引当期末

残高 

（千円） 

有形固定資産         

建物 20,911 － － 20,911 4,188 1,401 16,723 

車両運搬具 7,618 － － 7,618 6,894 564 723 

工具、器具及び

備品 
7,700 － － 7,700 5,862 882 1,837 

有形固定資産計 36,230 － － 36,230 16,945 2,848 19,285 

長期前払費用 4,893 － 76 4,817 2,116 355 2,700 

 

【社債明細表】 

    該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

  該当事項はありません。 

 

【引当金明細表】 

区分 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（千円） 

当期減少額 

（その他） 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

工事損失引当金 1,004 － 1,004 － － 

 

【資産除去債務明細表】 

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が当事業年度期首及び当事業年度末にお

ける負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ. 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 369 

預金  

普通預金 454,906 

定期積金 1,800 

計 456,706 

合計 457,075 

 

ロ. 売掛金 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

宮野医療器株式会社 77,742 

国立大学法人京都大学 12,113 

学校法人行吉学園 5,346 

株式会社インターネットイニシアティブ 4,366 

社会福祉法人三井記念病院 3,861 

その他 24,362 

合計 127,793 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 

当期首残高(千円) 
 

(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 

(Ｂ) 

当期回収高(千円) 
 

(Ｃ) 

当期末残高(千円) 
 

(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ) 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

 

166,873 1,455,493 1,494,573 127,793 92.1 36.9 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 
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ハ.  完成工事未収入金 

相手先別内訳 

区分 金額(千円) 

キヤノンITSメディカル株式会社 4,400 

株式会社AIT 3,702 

株式会社富士通エフサス 3,646 

宮野医療器株式会社 3,430 

国立在学法人京都大学 3,107 

その他 15,638 

合計 33,925 

 

滞留状況 

計上期別 金額(千円) 

2023年11月期計上額 33,925 

2022年11月期以前計上額 － 

合計 33,925 

 

ニ. 未成工事支出金 

 

区分 金額(千円) 

NW/アクセスポイント構築工事 4,215 

ファイル転送・管理システム構築工事 1,455 

インターネットSBC(Rampart)構築工事 1,085 

ファイル管理システム構築工事 963 

自動精算機移設工事 434 

その他  1,737 

合計 9,891 

 

ホ.  商品 

 

区分 金額(千円) 

仮想基盤機器 190,496 

その他 22,960 

合計 213,457 
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ヘ.  原材料 

 

区分 金額(千円) 

工事用材料 1,132 

合計 1,132 

 

ト. 前渡金 

相手先 金額(千円) 

ダイワボウ情報システム株式会社 37,649 

エイチ・シー・ネットワークス株式会社 27,709 

アセンテック株式会社 22,808 

日本アイ・ビー・エム株式会社 12,111 

株式会社ネットワークバリューコンポネンツ 7,489 

その他 9,467 

合計 117,236 

 

② 流動負債 

イ. 買掛金 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社ビジョン.システムズ 28,600 

ダイワボウ情報システム株式会社 10,677 

石渡電気株式会社 5,796 

株式会社ビーネックステクノロジーズ 1,058 

株式会社イーイノベーション 1,023 

その他 6,214 

合計 53,369 
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ロ. 工事未払金 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社山﨑電気通信 1,894 

アイスペック・ビジネスブレイン株式会社 1,764 

株式会社アノンデザイン 1,598 

エルネット 1,216 

株式会社ビーネックステクノロジーズ 1,061 

その他 4,885 

合計 12,421 

 

ハ. 前受金 

相手先 金額(千円) 

キヤノンITSメディカル株式会社 39,637 

セコム山陰株式会社 33,692 

株式会社富士通エフサス 6,627 

ひろぎんリース株式会社 6,031 

FLCS株式会社 5,657 

その他 27,557 

合計 119,204 

 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 
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第７ 【外国為替相場の推移】 
 

該当事項はありません。 
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第８ 【発行者の株式事務の概要】 

 

事業年度 毎年12月１日から翌年11月30日まで 

定時株主総会 毎事業年度末の終了後３ヶ月以内 

基準日 毎年11月30日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 毎年５月31日、毎年11月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換 － 

  取扱場所 － 

  株主名簿管理人 － 

  取次所 － 

  名義書換手数料 － 

  新券交付手数料 － 

単元未満株式の買取り（注）  

  取扱場所 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 株式会社アイ・アール ジャパン 

  株主名簿管理人 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 株式会社アイ・アール ジャパン 

  取次所 － 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 

ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないとき

は、日本経済新聞に掲載して行うこととしております。 

当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりです。 

 

https://www.fit-works.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

を定款に定めております。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部 【特別情報】 

第１ 【外部専門家の同意】 

 

    該当事項はありません。 
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第三部 【当該有価証券以外の有価証券に関する事項】 

該当事項はありません。 

 



独立監査人の監査報告書 

2024年2月29日 

 

株式会社フィットワークス 

取 締 役 会 御中 

 

                    ひかり監査法人 

                     京都事務所 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  岩 永 憲 秀 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  伊 藤 玲 司 

 

監査意見  

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 128条第3項の

規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フィットワークスの 2022年 12月１日か

ら2023年11月30日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、

キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フィットワークスの 2023年 11月 30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、発行者情報に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者の

責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 



財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における監査人の責任  

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。 

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・  経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・  財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその 内容について報

告を行う。 

 

利害関係  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 
 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（発行者情報提出会社）が別途保管しております。 


